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FIWAREの国際的普及団体である
FIWARE Foundationに日本企業
で唯一のプラチナ会員として参画
２４年４月、弊社 望月が議長に就任し、
FIWARE機能強化と普及促進に貢献

エコシステム構築

東京を拠点にしたFIWARE利用者
コミュニティである「iHub Base」
を立ち上げ、FIWAREに関するト
レーニングやワークショップを提供

NECが理事の一社として参画し
ている「一般社団法人スマートシ
ティ社会実装コンソーシアム」に
て、産官学および地域間連携のエ
コシステム形成に寄与

都市OSを支えるソフトウェア「FIWARE」の発展を推進

引用：https://ihubbase.jp/ https://www.sc-consortium.org/

国内スマートシティ 普及促進活動へのNECの貢献

令和6年度 デジタル庁 データ連携基盤 共同利用ビジョン策定支援業務を受託、デジタル化横展開推進協
議会 データ連携基盤コミュニティリーダに弊社社員が就任し、都道府県統一基盤普及促進に向けてご支援

デジタル庁

データ連携基盤 共同利用ビジョン検討支援等調査研究

→令和６年6月 NEC単独で本事業を受託し、支援開始

デジタル庁・内閣府 デジタル化横展開推進協議会 

データ連携基盤利活用・共同利用促進コミュニティ参画

→DSA（一般社団法人データ社会推進協議会）幹事（弊社社員リーダ）

DSA（一般社団法人データ社会推進協議会）

デジタル庁推奨品として、NEC製の
データ連携モジュールが採用され、
OSS化を実施、全国の自治体の導入支援

を推進中

https://sip-cyber-x.jp/

新規

①

新規

②

⑤iHub Base運営④FIWARE Foundation 理事③データ連携基盤推奨モジュール提供 ⑥スマートシティ社会実装コンソ理事
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目的に合った様々なAI 生体認証 IDコネクトサービス

オープンAPI

データ
連携基盤

NEC
都市OS

フルレイヤー
セキュリティ

データ利活用基盤サービス パーソナルデータ利活用サービス

データ蓄積管理

データ分散管理 個人同意管理
(オプトイン)

ブロック
チェーン

データ蓄積管理

データ分散管理

状況に応じた様々なIoTネットワーク

秘密計算

AI
プライバシー

都市OS導入により、同一プラットフォーム上でサービスアプリが使用可能／他地域展開が容易

スマートシティサービス
健康
医療

環境
賑わい
観光

防災 移動
住民接点

Well-Being× × × ×

CEATEC AWARD2021

W受賞

MM総研2022大賞
大賞受賞
（高松市・富山市共同）

データ連携・利活用のスマートシティを支えるNEC都市OS

ID管理・ID連携個人認証

センサー/デバイス

データ分析

総務大臣賞
SC部門グランプリ

デジタル庁 データ連携基盤推奨モジュールがDSAにより公開。

FIWARE、パーソナルデータ利活用サービスともに先行して準拠対応済。

FIWAREは、県・市町村の広域連携・共同利用機能を強化。
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デジタル庁 推奨モジュールの利用

NEC 都市OSは、デジタル庁が推奨するモジュール「ブローカー（非パーソナル）」
 「ブローカー（パーソナル）」を利用し、サービスを展開。

https://data-society-alliance.org/
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/82a1ea56-128f-4cf6-bbd5-
9ef6d4b7bafc/3685a475/20230423_policies_budget_entrustment_deliverables_report_01_01.pdf

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/82a1ea56-128f-4cf6-bbd5-
9ef6d4b7bafc/40d603f5/20220812_policies_budget_subsidies_02.pdf

データ利活用基盤サービス

パーソナルデータ利活用サービス

データ蓄積管理

データ分散管理

個人同意管理
(オプトイン) データ蓄積管理

データ分散管理

デジタル庁が推奨するモジュール NECのサービスでの取り扱い

（※）APIゲートウェイに関するデジタル庁の指針として、以下が提示されている事を踏まえ、NECのサービスでは代替のAPIゲートウェイを
利用している。 デジタル庁指針：「APIゲートウェイが提供する機能はAPIやデータモデルの仕様には直接影響しないことから、どのOSS
を用いても相互運用性が損なわれることは無いと考えらえる。APIゲートウェイ製品の選定は公認モジュールに限定せず、開発者や運用者
が使い慣れた製品を採用することを推奨する。」

（※）
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(参考)デジタル庁 データ連携基盤の普及拡大に向けた取り組み

デジタル庁方針の基、令和４年７月に、一般社団法人データ社会推進協議会（以降、DSA）が
デジタル田園都市国家構想の実現に必要となるデータ連携基盤に関する普及展開活動開始。

◆ 「エリア・データ連携基盤」は、分野間でのデータ連携を

通じて地域の全体最適化を実現するためのデータ連

携基盤

◆ エリア・データ連携基盤の中核機能の要件を定義。

当該要件を満たしたモジュールを推奨モジュールとし

てデジタル庁（DSA）が公開

◆ DSAは、データ連携基盤の実装を検討している自治体

や構築事業者に対し、エリア・データ連携基盤や中核機

能に関する情報提供や導入支援等の活動を令和4年7

月から開始

出所： https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/pdf/denenkouhukin_jissou_type23_gaiyou.pdf
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国内外数多くの導入実績を持ち、デジタル庁推奨である「FIWARE」を活用し、パブリッククラウド上で

サービス型でご提供しているデータ連携基盤です。

データ利活用基盤サービス（FIWARE準拠）

■ 国の各種ガイドラインに準拠した安心なサービス
「NECデータ利活用基盤サービス」はデジタル庁推奨の

オープンソースソフトウェア「FIWARE」を活用しながら、
都市OSとして必要な機能やセキュリティを最適化したシ
ステムを、サービス型でご提供しています。

内閣府「スマートシティリファレンスアーキテクチャ」、
総務省「スマートシティセキュリティガイドライン」に準拠し
たプラットフォームでデータ利活用が行えます。

■ 国際規格のオープンAPIを採用し、データ利活用を促進
NECの構想提案で策定された国際標準のオープンAPI

であるNGSI*を採用し、ベンダーロックインとならない配
慮とともに、データ提供者・利用者が共通プロトコル利用
できる基盤とすることにより、様々な分野の組織、企業の
参加を促し、データの利活用を促進することができます。

出典：「生活用データ連携に関する機能等に係る調査研究」調査報告書
*: Next Generation Service Interfaces、ネットワークAPIの国際標準規格

データ利活用基盤サービス（FIWARE準拠） 概要

※非パーソナル

主な採用自治体（他者契約含む）

更別村、札幌市、仙台市、富山市、小田原市、加古川市、
高松市、福岡市、秩父市、熊本県、熊谷市等
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必要なコンポーネントだけを選択してスモールスタートでの利用開始が可能。サービスの拡充に合わせて

基盤のメニューを追加していくビルディングブロック方式を採用しています。

データ利活用基盤サービスの特長①

サ
ー
ビ
ス

データ管理（ブローカー機能）

サ
ー
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ス
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ス
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サ
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ス
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ス
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データ管理（ブローカー機能）
【デジ庁推奨モジュール】

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス ・・・

地図情報システム

履歴データストレージ

認証機能 認証機能

分析データストレージ

外部連携

データ管理（ブローカー機能）

認証機能

地図情報システム

ダッシュボード機能

・
・

データ利活用基盤サービス
（エントリーモデル）

パーソナルデータ利活用基盤サービス等

ビルディングブロック例
■ 豊富なメニュー構成
最小構成のエントリーモデルから契約
でき、必要な機能をスモールスタート
ですぐにご利用頂けます。
また、サービスに応じてメニューを追加
することが可能です。

過去の技術検証やお客様ニーズ
に基づき、 FIWAREだけでは補完で
きない機能については、NEC独自
モジュールを採用し、より利用しやすい
基盤サービスとして提供しております。

ダッシュボード機能

履歴データストレージ
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導入や運用保守の多数実績による安定稼働、クラウドサービスでの提供による利用者の負担軽減に加え、

NECならではの手厚いサポートやセキュアな運用を提供致します。

データ利活用基盤サービスの特長②

NECは、スマートシティのIoTを活用した事業の加速に向け、
技術面から「FIWARE」の機能拡充・強化と普及を牽引します。

導入,運用保守の実績豊富

FIWAREのコントリビューション(※)を自ら実行できる
体制を有しており、手厚いサポートが可能

クラウドサービスとして安定したサービス提供

お客様への
サポートサービス

リスク管理
社内開発者への
技術サポート

ナレッジ

NEC
FIWERE専門
サポート部門

迅速・高品質・セキュアなサポートを提供

お客様

サポート相談

フィードバック 各種対応

・リスク低減
・開発スピード向上

FIWARE
 Foundation

連携

セキュリティ脆弱性診断を定期的に実施

2017年2月 
NECはFIWARE Foundation

プラチナ会員登録

20２２年４月 
アジア・日本初のFIWARE iHub

「iHub Base」を設立

(※)コントリビューション：OSSプロジェクトに対して、機能改善や不具合調査などを通じて貢献すること。
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データ利活用基盤サービスの特長③

■共同利用機能(オプション)

◆概要
当基盤サービスをご契約（主契約）された自治体様が、追加で共同利用機能オプションを
ご契約いただくことで、他の複数の自治体様へ基盤リソースをサブ環境として共有し、他
の自治体様がサブ環境をご利用いただくことが可能となります。

◆機能、メリット
・各自治体様が独自でデータ利活用基盤を整備するよりも安価に利用可能
・自治体様間でのデータ・サービス等の相互利用が容易
・個別利用領域を設定し、アクセス制限やAPI流量制限により相互干渉を抑制
・ユーザ管理等の業務をサブ環境毎に実施可能なため、自治体ごとのガバナンスを実現

自治体A 環境

＜データ利活用基盤サービス環境（FIWARE）＞

サブ環境
B

サブ環境
C

サブ環境
D

自治体 B
(サブ環境B 管理者)

自治体 A
（自治体A 環境管理者）

環境利用/管理

環境
ご利用

環境
ご利用

環境
ご利用

自治体 C
(サブ環境C 管理者)

自治体 D
(サブ環境D 管理者)

データ連携基盤の広域連携を目的に、都道府県等が整備したデータ連携基盤を、

複数自治体の利活用促進／データガバナンスしやすくするための機能(オプション）を整備。
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本人同意に基づき複数事業者にまたがるパーソナルデータを利活用可能な形式で蓄積・共有を

実現するパブリッククラウドサービス型のデータ連携基盤です※

パーソナルデータ利活用基盤サービス 概要

■ 目的別事前同意機能によりパーソナルデータの活用が可能

データ提供元である各サービス事業者にデータ管理のため

のテナントを付与いたします。サービス事業者が持つ個人

に関するパーソナルデータを、本人同意に基づきAPIを介

して蓄積し、他事業者とのデータ共有が可能です。これによ

り、サービス事業者がパーソナライズされたサービスの提

供を実現します。

■ 国の各種ガイドラインに準拠した安心なサービス

本サービスはデジタル庁による「生活用データ連携に関す

る機能等に係る調査研究」におけるブローカー（パーソナ

ル）要件を遵守したOSSを搭載しています。また、内閣府

「スマートシティリファレンスアーキテクチャ」、総務省「ス

マートシティセキュリティガイドライン」に準拠しております。

医療機関

データ提供元

自治体 お店薬局

個人ポータル

個人

パーソナルデータ利活用基盤サービス

企業

データ流通事業者

交通

個人
同意

共
有

蓄
積

安心・安全

データの
分散管理

個人
同意

安心・安全

目的別に
個人同意

※パーソナルデータ流通事業運営組織の組成が必要となります

採用自治体 更別村、小田原市
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パーソナルデータ連携モジュール

NECパーソナルデータ利活用基盤サービスの商用サービスから一部を切りだしたオープンソースモ

ジュールが、デジタル庁の推奨モジュールとして認定・公開されています。

競
争
領
域

協
調
領
域

生活用データ連携基盤における公認モジュールとして公開する範囲デジタル田園都市国家構想におけるデータ連携基盤の位置づけ

協調領域として、デジタル庁にて
推奨モジュールを公開

競
争
領
域

協
調
領
域

推奨モジュールの概要 | 一般社団法人データ社会推進協議会(DSA) (data-society-alliance.org)
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DX推進・データ利活用で目指すべき将来像
住民生活の多様化、行政課題も多様化・複雑化してきている状況において

自治体の庁内蓄積データが利活用できる環境を構築し、暮らし易さの向上、地域産業活性化に資する

「地域のDX化」で地域社会環境・基盤の整備・保全・維持の効率化・省力化を図っていくことが必要になる

同時に、生産年齢人口の減少に伴い職員が減少する中で従前以上のきめ細やかな行政サービス提供の

継続に必要な「行政のDX化」推進が求められる

様々な分野でデータによる状況把握・予測により、県民・企業・自治体にとっての

「ムリ・ムダのないバランスの取れた状況を持続し続ける地域社会の実現」


